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・平成27（2015）年９月関東・東北豪雨、平成28（2016）年９月台風第10号等では、逃げ遅れによる多数の死者や
甚大な経済損失が発生。

・全国各地で頻繁・激甚化する豪雨に対応するため、「施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意
識を変革し、ハード・ソフト対策が一体となって、社会全体でこれに備える「水防災意識社会」の再構築を図る
ため、平成27年12月11日に「水防災意識社会 再構築ビジョン」が策定された。

・平成29（2017）年６月水防法の一部改正に伴い「大規模氾濫減災協議会」が水防法へ定められた。

■設立背景等

■荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会（平成28（2016）年5月31日設立）

・円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び円滑かつ迅速な排水を
実現するため、大規模氾濫時の減災対策として各構成員がそれぞ
れ又は連携して、計画的・一体的に取り組む事項について、
「荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針」（以下「取組方
針」という。）としてとりまとめている。

・各構成員は、本取組方針に基づき連携して減災対策に取り組み、
毎年出水期前に協議会を開催し、進捗状況を定期的に確認するな
どフォローアップを実施している。
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（１）荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会(第１３回)



荒川水系（埼玉県域）における減災対策協議会の経緯

進
捗
状
況
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

国の取組状況 災害・法改正など

H28.5.31 第１回協議会

R1.5.27    第５回協議会

H29.6.1 第３回協議会

H30.5.22 第４回協議会

R2.5.28   第７回協議会

R3.5.31 第８回協議会

H27.12.10 大規模氾濫に対する減災のための
治水対策のあり方について～社会意識の変革に
よる水防災意識社会」の再構築にむけて～(答申)

H27.12.11 水防災意識社会再構築ビジョン 策定

H29.6.19 水防法等改正
大規模氾濫減災協議会制度法定化

H29.6.20 「水防災意識社会」の再構築に向けた
緊急行動計画 とりまとめ

H29.1.11 中小河川等における水防災意識
社会の再構築あり方について(答申)

H30.12.13 「大規模広域豪雨を踏まえた水災害
対策のあり方について」（答申）

H31.1.29 「水防災意識社会」の再構築に向けた
緊急行動計画 改定

R1.7.2 鉄道の計画運休のあり方について
最終とりまとめ

H28.9.28 第２回協議会

R1.11.12
R1.11.14

H27.9 関東・東北豪雨
（鬼怒川決壊）

H28.8 北海道・東北豪雨

H30.7 西日本豪雨

R1.10 令和元年東日本台風

気候変動による降雨量の
増大や水害の激甚化・
頻発化が予測
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H30.9 台風第21号、２４号

Ⅰ
期

Ⅱ
期

R２.４～7頃 大規模氾濫減災協議会への公共交通
事業者の参画に関する国からの事務連絡等

減災対策協議会 設立

入間川流域部会 設立

法定協議会に移行

R5.6.5 第１０回協議会

R6.5.23 第１１回協議会

R7.6.2 第１２回協議会

減災に係る取組方針
（R3～R7）改定

鉄道事業者が
構成員として
参画

減災に係る取組方針
（H28～R2）策定

減災に係る取組方針
（H28～R2）改定

減災に係る取組方針
（H28～R2）改定

進
捗
状
況
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

進捗状況ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ開始

R2.7 気候変動を踏まえた水災害対策の
あり方について（答申）

R2.7 総力戦で挑む防災・減災ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ主要施策
（あらゆる関係者により流域全体で行う

「流域治水」への転換）

R8.6.25 第１３回協議会
（本日）

第６回協議会

H28

H29

H30

R1

R2

R3

R4

R5

R6

R7

取組状況調査
整理対象年度

R8 R9.2～3 第１4回協議会（予定）Ⅲ
期

進
捗
状
況

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

■これまでの経緯と関連施策

第2期(R3～R7年度)取
組状況の整理結果作成、

取組み項目の再整理

規約の改定等を協議

R4.5.27 第９回協議会

R8.5.29(施行) 気象業務法及び
水防法の一部改正
予報・警報の高度化・適正化

（１）荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会(第１３回)
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第３期第２期主な内容

追加

第3条2項：協議会の対象範囲（対象
河川による氾濫域）

なし対象範囲

追加

第6条：幹事会の構成
第7条2項：幹事会の原則非公開方針

なし幹事会

越生町の記載削除※

別表１

越生町の記載あり協議会の構成員

追加

別表２

なし幹事会の構成員

※（参 考）
越辺川・高麗川水害予防組合（坂戸市、毛呂山町、越生町）を廃止 （令和7年４月１日）

■荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会規約（案） 詳細 資料２

表 協議会規約の改定概要（第２期→第３期）

（２）荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会規約（案）
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• 協議会の対象範囲は「対象河川による氾濫域」であることを追加
• 沿川・氾濫域自治体の整理

協議会の
対象範囲を明記

図 資料２ P1

■規約（案）の変更点（1/3）

図 資料２ P7別図1

（２）荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会規約（案）

詳細 資料２



■規約（案）の変更点（2/3）
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幹事会について
明記

• 「幹事会」に関する記載を追加

幹事会構成員を
追加

図 資料２ P2 図 資料２ P5～6

（２）荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会規約（案）

詳細 資料２
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越生町を削除

• 構成員の変更（越生町削除）

■規約（案）の変更点（3/3）

図 資料２ P3

※参考（P4再掲）

越辺川・高麗川水害予防組合（坂戸市、毛呂
山町、越生町）を廃止 （令和7年４月１日）

（２）荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会規約（案）

詳細 資料２



■第２期取組状況とりまとめ結果【①取組毎・機関毎】、 【②取組毎】

R3 R4 R5 R6 R7 R3 R4 R5 R6 R7 R3 R4 R5 R6 R7 R3 R4 R5
1)ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策
●：実施済み・継続実施
○：実施中 ● ● ● ● ●
△：実施予定
×：実施なし
─：対象なし

●：実施済み・継続実施
○：実施中 ● ● ● ● ●
△：実施予定
×：実施なし
─：対象なし

●：実施済み・継続実施
○：実施中 ● ● ● ● ●
△：実施予定
×：実施なし
─：対象なし

■危機管理型ハード対策
●：実施済み・継続実施
○：実施中 ● ● ● ● ●
△：実施予定
×：実施なし
─：対象なし

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
●：実施済み・継続実施 ● ● ●
○：実施中 ● ● ● ● ●
△：実施予定
×：実施なし
─：対象なし

●：実施済み・継続実施
○：実施中
△：実施予定
×：実施なし
─：対象なし

●：実施済み・継続実施 ● ● ● ● ● ● ● ●
○：実施中
△：実施予定
×：実施なし
─：対象なし

●：実施済み・継続実施 ● ●
○：実施中
△：実施予定 ● ●
×：実施なし ● ● ● ●
─：対象なし

●：実施済み・継続実施 ● ● ● ● ●
○：実施中 ● ● ● ● ●
△：実施予定 ● ● ●
×：実施なし
─：対象なし

●：実施済み・継続実施
○：実施中 ● ● ● ● ●
△：実施予定 ● ● ●
×：実施なし
─：対象なし

8

・排水機場の耐水化や水門・機場等の
遠隔操作を確実に行える対策（二重
化）の実施

9-1

・浸水時やダムにおいては大規模停
電時においても災害対応を継続するた
めの施設整備

6

・情報伝達手段の改善

7-1

・水防活動を支援するための新技術を
活用した水防資機材等の配備

7-2

・水防活動を支援するための新技術を
活用した水防資機材等の関係者によ
る共同点検

3

・多数の家屋や重要施設等の保全対
策等（樹木伐採、河道掘削）

4

・堤防天端の保護、裏法尻の補強

5

・雨量・水位等の観測データおよび洪水時の
状況を把握・伝達するための基盤整備・拡充
（危機管理型水位計やCCTVカメラの設置、
監視機能強化、ダム放流警報の耐水化等）

1

・優先的に実施する堤防整備、多数の人命
被害が生じる区域の堤防強化対策、入間川
流域緊急治水対策プロジェクトをはじめとす
る浸水被害軽減対策

2

・橋梁部周辺対策の実施

●●市
No 取組項目 進捗状況

●●市 ●●市 ●●市

（３）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第２期（Ｒ３～Ｒ７）の実施状況～
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・第２期における５年間の進捗推移について、これまでの取組状況調査表を基にとりまとめ

①進捗状況整理表【取組毎・機関毎】 ②進捗率整理表【取組毎】

詳細 別添1-1、別添1-2

図 別添1-1（一部抜粋）

図 別添1-2（一部抜粋）
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分析対象外の取組
取組対象機関数 3機関以下

進捗が芳しくない取組

「実施済み・継続実施」
割合が50%未満

進捗がよい取組

「実施済み・継続実施」
割合が50%以上

全４６取組（全６２取組枝番込）

25取組 14取組

23取組

■第２期取組状況の整理

分類のイメージ図

【主な特徴】

・自治体内・機関内で完
結できる

・防災に関する広報・情
報周知

【主な特徴】

・他自治体との連携や住
民などとの双方向的な
やり取りが必要

・計画の策定やその計画
に沿った訓練の実施

分類結果詳細 別添5

・第２期とりまとめ結果を基に、取組項目を「進捗の良い取組」と、「進捗の芳しくない取組」に分類

（取組No.）
• No. 6
• No. 9-1
• No. 9-2
• No. 15
• No. 16-1
• No. 16-2
• No. 19
• No. 21
• No. 24-1
• No. 26
• No. 28-1
• No. 28-2
• No. 29

• No. 30
• No. 31-1
• No. 31-2
• No. 34
• No. 35
• No. 36-1
• No. 36-2
• No. 37
• No. 40-1
• No. 40-2
• No. 40-3
• No. 42

（取組No.）
• No. 7-1
• No. 7-2
• No. 11-17
• No. 11-2
• No. 20
• No. 23-2
• No. 25-1

• No. 25-2
• No. 27-1
• No. 27-2
• No. 39
• No. 41
• No. 45
• No. 46

（３）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第２期（Ｒ３～Ｒ７）の実施状況～



■第３期に向けた検討：アンケート調査
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・分類を基に選出した重点取組候補（案）１８項目に対し、取組が進まない要因、及び、取組を実
施したことによるメリットについてアンケートを実施。

取組が進まない要因・課題
重点取組候補（案）18項目に対し、「〇：実施中」「△：実施予定」

「×：実施なし」と回答している機関様へ、取組が進まない要因につい
てアンケートを行った

・取組が進まない主な要因は以下３つ
１．人員不足 ２．知識・情報不足 ３．予算不足

・各取組毎の結果より、ほとんどの取組について、回答者
数の半数以上が上記３つの要因のいずれかに集中してい
る。

・全４６取組（全６２取組枝番込）から、取組対象機関数が１０機関以下である２４取組を除き、残りの３８取組を法的義務、
及び法的努力義務の有無によって３つに分類。

・３８取組の減災対策協議会第２期取組状況調査総括表の集計結果における、「●：実施済み・継続実施」の回答割合を算
出し、法的義務、及び法的努力義務のある取組については、回答割合７５％以下、法的義務のない取組については回答
割合５０％以下である全１８取組を重点取組候補（案）とした。

取組を実施したことによるメリット
重点取組候補（案）18項目に対し、「●：実施済み・継続実施」と回

答している機関様へ、取組を行ったことによるメリット・効果について
アンケートを行った

・水防資機材や避難場所等の整備、協定の締結に関わる
取組については、「資機材の機能維持・トラブル回避につ
ながる」「関係機関との連携強化を図ることができる」「実
際の動きを確認でき災害時の混乱防止につながる」等と
いったメリットが挙げられた。

・防災知識の向上、啓発や計画策定等に関わる取組につ
いては、「住民の主体的な避難行動につながる」「自助・公
助の意識向上を図ることができる」「災害時の初期対応が
円滑になる」等といったメリットが挙げられた。

１８項目の選出基準

調査結果詳細 別添5

（３）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第２期（Ｒ３～Ｒ７）の実施状況～
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第２期→第３期の変更点項目

・「各取組項目の内容事例」を追加取組方針

・取組の削除（枝番の統合等）

・取組の追加（第１次国土強靭化実施中期計画等より）

取組項目

・法的義務の有無や取組の進捗率に基づき、

取組の優先度を分類

重点取組の設定

・回答の評価年度の考え方を導入
（ 単年度評価 or 複数年評価）

・取組状況調査（詳細表）の対象項目を絞る

・重点取組は、定量的な取組状況を詳細に把握

取組状況調査方法

複単

■変更概要 詳細 資料3、別添3～5

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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第３期第２期主な内容

変更なし

荒川水系（埼玉県域）の大規模水害に対し、
｢逃げ遅れゼロ｣、｢社会経済被害の最小化｣を目指す

目標

変更なし

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動等の取組
③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための

排水活動の取組

目標達成に向け
た３本柱

追加

取組項目毎に整理

なし

各取組の意味、内容、詳細が不明確

各取組項目の
内容事例

①取組方針 詳細 資料３

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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目標・３本柱は
変更なし

各取組項目の
内容事例を追加

• 「各取組項目の内容事例」を追加

①取組方針の変更内容

図 資料３ P11 図 資料３ P17

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～

詳細 資料３
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河川管理者、県、市町等が連携・協力して、減災のための目標の達成に向けて、ハード対策とソフト対策を進めて
いる。

【第３期】

減災のための目標 ： 「変更なし」

①取組方針の補足：減災のための目標（第２期・第３期）

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～

詳細 資料３
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• 取組の削除（枝番の統合等）
• 取組の追加（第１次国土強靭化実施中期計画等より）

これから（第３期）これまで（第２期）主な内容

全取組：４８項目※

◆取組を減らす検討
A) 取組の統合

（枝番や類似した取組を統合）
B) 完了した取組を削除

◆取組を増やす検討
C) 関連計画からの追加

全取組：６２項目
（枝番を除き４６項目）

取組項目数

◆取組項目・取組機関の見直し
D) 取組項目の簡素化
E) 取組項目の記載の見直し

（関係機関意見等に基づく）
F) 取組機関の見直し

・取組項目の記載を省略可能（D）
・取組項目や取組機関が

現状と乖離（E，F）

取組項目・
取組機関の

見直し

※ ４８項目 ＝ ６２項目 － １７項目 － １項目 ＋ ４項目

A B C第２期第３期

②取組項目 詳細 別添3 ／ 補足 別添5

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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B) 完了した取組を削除
A) 取組の統合

（枝番や類似した取組を統合）

C) 関連計画からの
追加

• 取組を減らす検討（A、B） 及び 取組を増やす検討（C）

②取組項目の変更点（1/2） 詳細 別添3

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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F) 取組機関の見直し

E) 取組項目の記載の見直し
（関係機関意見等に基づく）

D) 取組項目の
簡素化

• 取組項目・取組機関の見直し（D、E、F）

②取組項目の変更点（2/2） 詳細 別添3

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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取組項目新No.
・鉄道施設の浸水対策及び鉄道河川橋梁の流失、傾斜対策9

・受援計画の作成26

・個別避難計画の作成29

・新総合防災情報システム等を活用した一元的な情報収集・提供
システムの整備・運用

32

＜新規追加項目一覧＞

各取組の対応内容は別添3、
設定条件等は別添5に詳述

②取組項目の変更点補足1：「C) 関連計画からの追加」の詳細 詳細 別添3 ／ 補足 別添5

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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第３期第２期新No.
・気象情報の段階的な改善・ 水
害時の情報入手のしやすさサ
ポート

・気象情報発信時の「危険度の色分
け」や「警報級の現象」等の改善（水
害時の情報入手のしやすさサポー
ト）

14

・広域避難計画の策定及び市町
間の協定締結、鉄道事業者によ
る適正な運転規制

・広域避難計画の策定、市町間の
協定締結

25※
・広域避難計画の市町間の協定締
結

関係機関意見等に
基づき、記載を見直し

※関連計画に基づく、記載見直し
の詳細な背景は、別添５参照

②取組項目の変更点補足2：「E) 取組項目の記載の見直し」の詳細 詳細 別添3 ／ 補足 別添5

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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• 重点取組 と 進捗率向上を目指す取組 を設定

これから（第３期）これまで（第２期）主な内容

設定（３項目）
・法的義務あり かつ 進捗率が0～75%の取組項目

なし重点取組

設定（１１項目）
・努力義務あり かつ 進捗率が0～75%の取組項目
・法的制約なし かつ 進捗率が0～50%の取組項目

なし進捗率向上を
目指す取組

・法的義務あり かつ 進捗率が0～75%の取組項目

取組項目 優先度評価の分類基準

１．重点取組 ：3項目

・法的義務・努力義務あり かつ 進捗率が76～100%の取組項目
・法的制約なし かつ 進捗率が51～100％の取組項目

３．質的向上を図る取組 ：15項目

・努力義務あり かつ 進捗率が0～75%の取組項目
・法的制約なし かつ 進捗率が0～50%の取組項目

２．進捗率向上を目指す取組 ：11項目

機関数

法的
制約

10機関以上新
設
（未
調
査
）

10
機
関
未
満

進捗率（R7年度取組状況調査時点）
（実施済/取組対象機関数）

76～
100%

51～
75%

26～
50％

0～
25%

13000

17

法的義
務あり

31201
努力義
務あり

65252
法的制
約なし

低 高進捗度

高

低

法
的
重
要
度

③重点取組の設定 詳細 別添4-1、別添4-2

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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１．重点取組 ：３項目

法的義務の根拠具体的取組新No
水防法第15条の3第1項要配慮者利用施設の避難計画の作成及び

避難訓練の支援
28

災害対策基本法第49条の4第1項応急的な退避場所の確保31
水防法第32条の2第1項等水防団強化を目的とした、関係機関が連携し

た実働水防訓練の実施や訓練内容の改善
44

③重点取組の設定：設定1 重点取組
• 法的義務ありの取組を「重点取組」として設定

詳細 別添4-1、別添4-2

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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２．進捗率向上を目指す取組 ：1１項目

具体的取組新No
水防活動を支援するための新技術を活用した水防資機材等の配備及び水防資機材等の関係者に
よる共同点検

6

広域避難計画に必要となる避難場所、避難路の整備11
タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練20
浸水被害軽減地区指定に向けた箇所の抽出及び情報提供の実施、課題の共有を踏まえた指定23
広域避難計画の策定及び市町間の協定締結、鉄道事業者による適正な運転規制25
個別避難計画の作成29
教員を対象とした講習会の実施37
水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間や重要水防箇所の共同点検40
水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定の促進及び具体的な広報の進め方の検討43
既存排水施設、排水ポンプ車等を活用した排水作業準備計画の策定47
排水作業準備計画に基づく排水訓練の実施48

③重点取組の設定：設定2 進捗率向上を目指す取組 詳細 別添4-1、別添4-2

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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第３期第２期主な内容

回答の評価年度
設定

単年度評価での回答 or 複数
年評価での回答の何れかを明記

回答の評価年度
明記なし

取組状況調査表
[総括表、詳細表]

（ｴｸｾﾙ）

変更なし
全ての取組を対象に実施

（新たに設定した全４８項目を対象）

取組状況調査表
[総括表]（ｴｸｾﾙ）

①重点取組（案）＋進捗率
向上を目指す取組（案）の

計１４取組を対象
②重点取組（案）の３取組は

定量的な取組状況等を
詳細に調査

全ての取組を対象に実施取組状況調査表
[詳細表]（ｴｸｾﾙ）

変更なし
全ての取組を対象に実施

（新たに設定した全４８項目を対象）

取組事例
（ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ）

複単

④取組状況調査方法 詳細 別添4-1、別添4-2

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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回答の評価年度
を設定

• 回答の評価年度の考え方を導入（単年度評価 or 複数年評価）

④取組状況調査方法の変更点（1/3） 詳細 別添4-1、別添4-2

＜取組の評価年度＞

：単年度で評価する取組項目

⇒当該年度1年間における取組の「実施状況」を回答

：複数年で評価する取組項目

⇒協議会設立当初（H28）以前からの
取組実績を踏まえた「進捗状況」を回答

複

単

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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詳細表の対象項目
：１４/４８項目

• 取組状況調査（詳細表）は項目を絞り、１４／４８項目を対象とする

④取組状況調査方法の変更点（2/3） 詳細 別添4-2

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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• 重点取組(案)の３取組は、定量的な取組状況等を詳細に調査

④取組状況調査方法の変更点（3/3） 詳細 別添4-2

（４）荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針 ～第３期（Ｒ８～Ｒ１２）取組方針（案）～
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・第３期も取組状況調査表（統括表・詳細表）による進捗確認、構成員の取組成果の情報共有を継続する。
・令和８年度の取組進捗及び取組成果の調査は、１０月以降に実施する。

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

減災対策
【協議会・幹事会】

流域治水
【協議会・幹事会】

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

減災対策
【協議会（2回）】

流域治水
【協議会・幹事会】

前期の協議会（本日）において規約・取組方針の改定について承認いただく
⇒ 12～1月頃 幹事会 開催 ⇒ 2～3月頃 協議会開催（流域治水協議会と同日開催）

令和９年度以降

令和８年度

幹事会 協議会

協議会

協議会 協議会

幹事会

別日開催

令和７年度

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

減災対策
【協議会・ブロック会議】

幹事会 協議会

令和６年度以前の開催時期

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

減災対策
【協議会・ブロック会議】

流域治水協議会と同日開催（５月～６月幹事会、２～３月協議会）

ブロック会議協議会

ブロック会議
協議会

R7取組進捗・
取組成果調査

R8取組進捗・
取組成果調査

R6取組
成果調査

同日開催

同日開催 同日開催

取組成果
調査

第
二
期

第
三
期

（進捗報告・意見交換等）（規約改定等）

（情報交換等）

※第３期も必要に応じて意見交換会や勉強会等を開催。

意見・要望
等整理

意見・
要望等
整理

取組進捗・
取組成果調査

意見・
要望等
整理（進捗報告・意見交換等）

幹事会
（進捗確認等）

（５）今後のスケジュール（案）



（目的）
第１条
この法律は、洪水、雨水出水、津波又は高潮に際し、水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減し、もつて公共の安全を保持することを目的とする。

（大規模氾濫減災協議会）
第十五条の九
国土交通大臣は、第十条第二項又は第十三条第一項の規定により指定した河川について、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災によ
る被害の軽減に資する取組を総合的かつ一体的に推進するために必要な協議を行うための協議会（以下この条において「大規模氾濫減災協議会」という。）
を組織するものとする。

２ 大規模氾濫減災協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。
一 国土交通大臣
二 当該河川の存する都道府県の知事
三 当該河川の存する市町村の長
四 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者
五 当該河川の河川管理者
六 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する管区気象台長、沖縄気象台長又は地方気象台長
七 第三号の市町村に隣接する市町村の長その他の国土交通大臣が必要と認める者

３ 大規模氾濫減災協議会において協議が調つた事項については、大規模氾濫減災協議会の構成員は、その協議の結果を尊重しなければならない。

４ 前三項に定めるもののほか、大規模氾濫減災協議会の運営に関し必要な事項は、大規模氾濫減災協議会が定める。

（国の機関が行う洪水予報等）
第十条
気象庁長官は、気象等の状況により洪水、津波又は高潮のおそれがあると認められるときは、その状況を国土交通大臣及び関係都道府県知事に通知する
とともに、必要に応じ放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関（以下「報道機関」という。）の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。

２ 国土交通大臣は、二以上の都府県の区域にわたる河川その他の流域面積が大きい河川で洪水により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあるもの
として指定した河川について、気象庁長官と共同して、洪水のおそれがあると認められるときは水位又は流量を、はん濫した後においては水位若しくは
流量又ははん濫により浸水する区域及びその水深を示して当該河川の状況を関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求
めて、これを一般に周知させなければならない。

３ 都道府県知事は、前二項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者（量水標等の管
理者をいう。以下同じ。）に、その受けた通知に係る事項（量水標管理者にあつては、洪水又は高潮に係る事項に限る。）を通知しなければならない。

28

【参考】水防法
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（国土交通大臣又は都道府県知事が行う洪水に係る水位情報の通知及び周知）
第十三条
国土交通大臣は、第十条第二項の規定により指定した河川以外の河川のうち、河川法第九条第二項に規定する指定区間外の一級河川で洪水により国民
経済上重大な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、洪水特別警戒水位（警戒水位を超える水位であつて洪水による災害の発生を
特に警戒すべき水位をいう。次項において同じ。）を定め、当該河川の水位がこれに達したときは、その旨を当該河川の水位又は流量を示して関係都道府
県知事に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。

２ 都道府県知事は、第十条第二項又は第十一条第一項の規定により国土交通大臣又は自らが指定した河川以外の河川のうち、河川法第九条第二項に規
定する指定区間内の一級河川又は同法第五条第一項に規定する二級河 川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川につ
いて、洪水特別警戒水位を定め、当該河川の水位がこれに達したときは、その旨を当該河川の水位又は流量を示して直ちに都道府県の水防計画 で定
める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。

３ 都道府県知事は、第一項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に、その受けた
通知に係る事項を通知しなければならない。

（都道府県大規模氾濫減災協議会）
第十五条の十
都道府県知事は、第十一条第一項又は第十三条第二項の規定により指定した河川について、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災に
よる被害の軽減に資する取組を総合的かつ一体的に推進するために必要な協議を行うための協議会（以下この条において「都道府県大規模氾濫減災協議
会」という。）を組織することができる。

【参考】水防法


